
資料２－１
中・長 期 開 門 調 査 に 係 る 検 討 項 目 委 員 意 見 （ 集 約 ）

（委員提出意見を様式の各欄に当てはめたもの）

調 査 開門調査にあたっての （１） （２） （３）
開門総合調査の成果 検討キーワード 調査によって期待される成果 調査実施に想定される 調査にあたっての留意事項

項 目 (ノリ委｢見解｣より) 影響とその対策

自 ①潮位・潮流 ［伊勢田委員］ ［奥田委員］ ［奥田委員］○潮受堤防の有無による潮位・潮流への影 ○潮位
響について検討したところ、大潮差（年 ・潮受堤防の有無が潮位・潮流に及ぼす影響が明らかになる。 ・短期開門に際して考慮された後背地に対しての留意事 ・短期開門に際して考慮された後背地に対しての留意事然 (流動の変化)
平均値）では、有明海湾央の三角地点で 項は、どのような開門になるにしてもできるだけ配慮 項は、どのような開門になるにしてもできるだけ配慮・ ○潮流
約0.8％、有明海湾奥の大浦地点で約1.5 することが望ましい。 することが望ましい。生 ※「 １）調査によって期待される成果」欄共通（
％程度の差となるとともに、潮流ベクト （１）潮位・潮流についての短期開門調査報告書は、調整池からの態

［加藤委員］ ［加藤委員］

（

ル(大潮時)と平均流ベクトルによる比較 排水量の増加だけの見解に限られており、調整池水位の変動幅
では、その影響は、諫早湾周辺海域に止 20㎝（マイナス1.0～マイナス1.2ｍ）の範囲では、大きく門を 全開の場合 全開の場合気
まっていた。 開いた状態での入潮時の影響を見ることが出来ない。その様な ・樋門前後のみならず相当の範囲まで海底洗堀が起こり ・中・長期開門調査を行うに際し、樋門等の安全性の確象

○さらに、年平均潮差、大潮差等の経時変 条件下で「諫早湾外の流動の変化に対し主要な影響要因とはな （新しい水道（澪）の出現 、樋門、堤防の安全性が 保や背後地対策などの準備に長期間を要するととも・ ）
化からは、潮受堤防の工事期間や最終締 っていない」としているが、小松、堤の見解では、潮受け堤防 懸念される。そのための護床、護岸対策を綿密に検討 に、諫早湾周辺の漁場環境が急変するので、それに伴海
切時の前後で明らかな変化はみられなか 閉め切りが湾外の潮の流れを弱めていると指摘しており、第三 する必要がある その過程で高濃度の濁りが発生する うリスクがあまりにも大きすぎ、その対策にも相当の象 。 。
った。 者委員会でも、有明海の流動の変化の要因の一つとして、諫早 ・南北樋門間の堤防近傍に浮泥が堆積することが考えら 日数と経費がかかる。シミュレーションによる予測と・

湾潮受け堤防閉め切りをあげていること等から、ここが大きな れる。 漁民の同意が必要。地
○以上のことから、潮受堤防の締切は、諫 論点であり、漁業者が疑問を抱いている部分でもあるので、説 制限付き開門 ・調整池背後地の防災管理と住民の同意が必要。象
早湾外の有明海の流動（潮位、潮流）に 明責任を果たす意味からも、出来る限り開度を大きくした実測 ・短期開門での問題点と同じ。 制限付き関門・
対する主要な影響要因とはなっていな 調査を行うことで、潮受け堤防が潮位・潮流に及ぼす影響を明 ・短期調査で十分な資料が得られている。生

態 ［小坂委員］い。 らかにする必要がある。
系 ［小坂委員］・短期の時と同様、調整池内の生態系変化、諫早湾内の

（２）潮受け堤防の閉めきり後、干潟面積は1,550ha失われ、堤防 泥の流出による漁場環境悪化が想定され、中・長期に ・調整池内の古い排水門や海岸堤防、護岸などの改修保

）

内の底生生物相も海水あるいは汽水域から淡水性へと大きく変 なれば、漁業への影響が心配される。また、背後地へ 全を行い、背後地への影響を防止する対策をすべき。
化し、浄化の役割を担う生物等が貧相になり、浄化能力は激減 の影響もある。 ・諫早湾内の漁場環境が大きく変化することが想定され
している。喪失した干潟域での浄化能力の定性的・定量的な検 (全面開放開門) るので、開放前及び開放後の変化を連続的に観測して
討は、短期開門調査や、国調費、行政特研の成果の中では十分 ・泥の巻き上げ、泥水の流出により、諫早湾は大きな環 いくことが必要。
な解明がなされていないところが論点である。当専門委員会の 境変化が生じ、漁業、生物への影響は計り知れない。

［滝川委員］菊池委員や第三者委員会「排水門部会」磯部座長の指摘から判 また、背後地の農地の塩害、住宅地の排水不良などの
断すると、排水門の開度を出来る限り大きくした、複数年にわ 影響も大きい。 流動場のような物理的（力学的）現象の問題は、流体
たる開門調査を行うことによって、干潟浄化能力の定量的な把 と地形の形状、境界条件（流入量の変化、反射or無反射
握が可能となり、底質の改善や貧相な底生生物等の多様性がは 境界など 、外力条件（風や波等の気象条件など）との［滝川委員］ ）
かられ、干潟機能の回復が期待される。 開門調査にあたっては、現在の堤防が担っている役割 相互作用運動系である。したがって、締切堤の存在の有

り、すなわち、洪水、高潮、塩害などに対する防災機能 無による影響を、締切堤の存在する状況下で調査するこ
が低下する事が無いように、また、開門調査により海域 とは不可能であり、水門開閉操作による調査は、水門操［奥田委員］

・潮汐に関する観測、計算結果から、大きな視点からの動向は予測 の環境保全・水産資源への悪影響を及ぼす事が最小限と 作による流況の変化を調査することになる。流向につい
、 。可能である。開門すれば、より詳細な、局所的な情報、計算式が なるよう、遂行されることが大前提である。このために ても同様で 水門操作による影響を調査することになる

得られよう。 は、可能な限りの高精度の事前調査（予備調査、数値予 数値シミュレーションを行うに当っては、更にそのグ
測等）を再度、十二分に実施する必要がある。 レードアップを図る必要がある。メッシュ分割では、更

に詳細の結果が得られるように細分化による計算が必要［加藤委員］
・全開、制限付開門とも流動モデルの検証程度の成果しか得られな であるし、表層の薄い部分の流動が評価できるように進［中西委員］
い。 調査を行うとすれば、短期開門調査を越えた大きな影 展する事が重要である。
学術的には シミュレーションの結果と実測結果の比較ができる 響が予測される。（ 、 ）

［中西委員］
（調査の成果と影響とを考えると、調査は可能な限り［小坂委員］

(短期開門調査と同じ水位変動の開門) 避けるべきである ）。
・短期調査と同じ成果しか期待できない。但し、諫早湾内に限り、
周年変動の成果が期待できる

(全面開放開門)
、 、 、・諫早湾内に限り 変動の成果が期待できるが 湾外の有明海では

変動の成果は期待できない。(堤防のうちわずか250ｍの開放では
期待できない)

［滝川委員］
基本的に流動場は、地象・気象・海象条件に支配されるので、時

々刻々変化するものであり、長年月間で同じ状況が出現する可能性
は殆ど生じ得ない。したがって実際の海域調査においては、観測日
時の気象・海象条件によって流動特性は大きく変化するものであ
り、観測状況の異なる結果を直接比較はできない。条件の相違に注
意しつつ慎重なる比較をすることが肝要である。
排水門の開度や期間等の制約条件のなかで、そのわずかな流動の

変化を、他の、気象・海象の要件等との区別が、現在の現地調査で
出来るかどうか疑問であり、殆ど不可能に近い。流動の変化に関す
る調査は、実現象が上記のように複雑な条件に左右されるために現
地調査によるよりも、条件を限定し比較が容易に可能な数値解析に
よる検討の方がはるかに優れていると思われる。
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調 査 開門調査にあたっての （１） （２） （３）
開門総合調査の成果 検討キーワード 調査によって期待される成果 調査実施に想定される 調査にあたっての留意事項

項 目 ノリ委 見解 より 影響とその対策（ 「 」 ）

①潮位・潮流 ［中西委員］
調査目的の原点は、諌早湾干拓事業がない場合と干拓事業後の潮(流動の変化)

位・潮流の変化を把握することである。ここで対象となっている中(続き)
・長期開門調査は、既に潮受堤防が完成しており、小江干拓地と中
央干拓地が造成されているという状況において、北部排水門と南部
排水門から限定された条件での海水の導入と排水を繰り返すもので
あるから、諌早湾干拓事業がない場合の状況の再現ではない。従っ
て本来の目的とは掛け離れた中間の状況を調査するものであり、期
待される成果は乏しいと言わざるを得ない。基本的には、潮位・潮
流はシミュレーションに頼らざるを得ない。強いて言えば、調査に
よって期待される成果は、シミュレーション手法の精度向上のため
の検証用の基礎資料を得られるということであろうか。従って潮位

、 。・潮流については 調査によって期待される成果は少ないと言える

［本田委員］※「 １）調査によって期待される成果」欄共通（
１．調査によって期待される成果
潮受け堤防締め切り後、上げ潮、下げ潮とも諫早湾内部への入退

潮量が少なくなり、潮受け堤防近傍での流速は極端に緩くなり、海
水攪拌が弱くなっている。小松はこの諫早湾内部への入退潮量が少
なくなったことが、島原沖の流速の減少を引き起こしていると指摘
している。さらに小松は諫早湾の入退潮量が海水ポンプの役割を果
たしているとし、堤防締め切り後は約１／３のボリュームの入退潮

、 。量が消失し 島原沖の流速の減少を引き起こしていると述べている
また滝川は、諫早湾では潮受け堤防建設前はそのほぼ全域で上げ潮
時には最大流速が生じていたのが、潮受け堤防建設後は逆になり、
物質輸送、底泥の巻き上げ沈降などの特性が変化している可能性が
あると指摘している。すなわち諫早湾内の流動や入退潮量が著しく
低下していると考えられ、出来る限り開度が大きく長期間の開門調
査をすることによりこれらの現象についての知見が得られると思わ
れる｡
また、第三者委員会でも有明海の流動（潮位･流速･流向）の変化

の主要の原因の1つは潮受け堤防による諫早湾締め切りとされてい
る｡特に潮位差の減少は流速にも影響するが、有明海全域での干潟
面積の減少にも繋がることも留意する必要があると述べられてお
り、締め切りの影響に関する知見が得られるので、出来る限り開度
が大きく長期間の開門が望ましい｡
潮受け堤防完成にともない諫早湾の干潟1,550haと浅場が失われ

た｡このことは干潟の浄化機能が消失したことを意味する｡特に諫早
市などの生活排水が本明川などから流入するが、干潟の浄化機能の
消失により海域への負荷は増大する｡さらには、調整池の内部生産
がさらに海域への負荷を増大させている可能性も高い。特に堤防完
成後の調整池は極端な富栄養化が進んでいる｡そこで調整池内に可

、 （ 、 、 ）能な限り干潟を復元させ 干潟生物群集 二枚貝 多毛類 魚類等
を失ったことの因果関係の解明と生物群集の回復にともなう水質
（干潟）浄化機能の変化が検証できる｡そのためには開門調査は長
く、水位変動は大きいほど望ましい｡
潮受け堤防完成後、有明海の流動の変化のためか透明度の上昇が

各方面で述べられている｡
諫早湾やその周辺域での流速低下に伴う海水の攪拌が減少し、成

層化が進み、夏季には底層水の貧酸素化が進行する｡その結果、底
泥から栄養塩や赤潮増殖物質が溶出し、富栄養化の促進や赤潮発生
を引き起こす｡開門調査は諫早湾の流動の変化を引き起こし、成層
化をし難くすることから意義はある｡
特に漁業者は潮受け堤防完成後、諫早湾が赤潮発生初期海域と認

識しており その因果関係が解明でき 漁業者の不安を一掃できる｡、 、
2．まとめ
以上いずれにしても、潮受け堤防完成後は諫早湾の干潟域の消失

や調整池の富栄養化や諫早湾・有明海の潮流の変化等が生じてお
り、何人も潮受け堤防完成との関係を否定できないであろう｡前回
の短期開門調査は一1､0～一1､2m間の水位変動の調査であり、これ
はこれなりの成果が見られるが、前述しているように有明海の流動
（潮位･流速･流向）の変化や生物群集の回復と浄化機能の関係、成
層化の形成規模、漁業者の言う赤潮初期発生海域等の解明など有明
海の環境悪化要因を減らす観点から見るとあまり役立っていない｡
そこで今回検討されている中長期開門調査では、潮受け堤防完成と
これらの現象との因果関係を明らかにするため、出来る限り開度が
大きく水位変動の大きい長期間の開門が望ましい｡
また、第三者委員会（Ｈ１３､12､19）は開門調査について流動に

関して以外の各項目については大きく長い開放が望ましいと提言し
ている｡さらに同委員会の最終報告書一･有明海の再生を願って一に
「 、は 潮受け堤防締め切りの影響についても委員会で議論を踏まえて
開門調査など詳しい検討が行われることを期待したい｡｣とされてお
、 。り 最大限この意見を尊重しながら調査を行っていくべきと考える

このため排水門を開けての中長期開門調査は是非必要である｡
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調 査 開門調査にあたっての （１） （２） （３）
開門総合調査の成果 検討キーワード 調査によって期待される成果 調査実施に想定される 調査にあたっての留意事項

項 目 ノリ委 見解 より 影響とその対策（ 「 」 ）

①潮位・潮流 ［松岡委員］
・大浦沖で中層での北流を示す平均流を確認，またその季節変動の(流動の変化)
確認も重要。従来いわれていた潮汐残差流とは異なった流向なの(続き)
で、諫早湾から有明海湾奥部への物質移動の様態を検討するのに
重要な項目。
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調 査 開門調査にあたっての （１） （２） （３）
開門総合調査の成果 検討キーワード 調査によって期待される成果 調査実施に想定される 調査にあたっての留意事項

項 目 ノリ委 見解 より 影響とその対策（ 「 」 ）

②水質・干潟 ［伊勢田委員］ ［伊勢田委員］ ［伊勢田委員］○諫早干潟の水質浄化機能を推定したとこ ○水質
ろ 単位面積当たりの年間平均浄化量は ・潮受堤防内外において水質の改善が期待される。 ・調査当初は、淡水生物が死ぬことにより水質の悪化が ・水質の改善や干潟浄化機能の回復には、長期間の経過(水質浄化機能 、 、
窒素で10.6mgN/m2/日となり、諫早干潟 ・潮受堤防内における干潟浄化機能の回復が期待される。 予想される。 をみる必要がある。の喪失と負荷の ○干潟浄化機能
の浄化量は、有明海に陸域から流入する ・調査当初は、干潟浄化を担うバクテリアの回復に時間増大）

［奥田委員］ ［奥田委員］負荷量の約0.5％に相当した。 がかかると予想される。○干潟生物
○また、潮受堤防の有無あるいは諫早干潟 ・生物については１年周期で考えることが必要であり、１年以下だ ・短期開門に際して考慮された後背地に対しての留意事
の有無による水質への影響を検討したと と参考程度に終わる可能性が高い。 項は、どのような開門になるにしてもできるだけ配慮［奥田委員］
ころ 化学的酸素量(COD) 栄養塩(T-N ・数値化可能な要因は事前に十分シミュレーションによ することが望ましい。、 、 ，
T-P)及び溶存酸素(DO)は、諫早湾外の有 り予測しておく。［加藤委員］

［加藤委員］明海で有意な差はみられなかった。 ・諫早湾内、調整池内の水質（ＳＳ濃度）の調査ができる。 ・短期開門に際して考慮された後背地に対しての留意事
○さらに、公共用水域水質測定等の水質観 ・調整池が非感潮域環境から感潮域環境へ変化するのでそれに伴う 項は、どのような開門になるにしてもできるだけ配慮 ・海域の水質調査の結果のうち開門による影響がどの程
測データを潮受堤防の締切前後で比較し 水質変化の調査が可能 （ただし、感潮域への水質の収斂にどの することが望ましい。 度であったのかを分析することが不可能（短期開門の。
たところ、これに起因すると考えられる 程度の日数が掛かるかは不明） ときも日変動によるものの方が大きかった）
ような水質の変化は確認されなかった。 ・諫早湾内の水質については現況と有意な変化を得ることはできな ・調整池内のが非感潮域環境から感潮域環境へ収斂する［加藤委員］

いと考える。 全開の場合 期間が不明。
○以上のことから、潮受堤防の締切は、諫 ・樋門開放による高流速によって巻き上げられた浮泥が

［菊池委員］ ［小坂委員］早湾外の有明海の水質に対する主要な影 漁場に相当の影響を与えることが想定される。
響要因とはなっていない。 ・海水導入により調整池内の淡水性動植物は死滅し、数ヶ月程度の開 ・調整池内で大量の生物が死滅・腐敗するので調整池、 ①－(3)に同じ。

門では、干潟生物が定着する余地がなく、干潟の浄化機能が生ずる 諫早湾とも水質悪化、悪臭発生が伴う。
［滝川委員］までには、数年かかることが予想される。数ヶ月程度の開門では、 ・調整池沿岸地下水の塩分上昇対策。

干潟の浄化機能を定量的、定性的に予測することは難しい。 制限付き開門 ・水質浄化機能の喪失： 締切により諫早湾の干潟2900“
・短期開門での影響を参考にできる。 haが失われ、二枚貝などのベントスをはじめ海洋性フ

ァウナ、フローラが失われた。このことは干潟の浄化［小坂委員］
・水質：調整池内の水質については、海水流入による効果が期待さ 機能が失われたことを意味する、としてよいか？”［小坂委員］
れるが、諫早湾内については、底泥巻き上げ等により悪化する。 ①－(2)に同じ。 回答：潮汐変動に伴い干出・干没を繰返す干潟が、埋立

・干潟(機能・生物)：内部堤防により干潟が喪失しており、効果は てにより干陸化され、また締切堤防によって潮汐の作
期待できない。 用を遮断され、淡水化されたことは、それまでの自然［滝川委員］

①－(2)に同じ 特に 堤防外への悪影響に注意が必要 環境が大きく改変されたことであり、本来の自然環境。 、 。
下で干潟が有する（とされる 、浄化機能が発揮され［滝川委員］ ）

・ 失われたとする浄化機能の推定は可能か？ ないのは明確なことと考えられる。［中西委員］
回答：短期間の調査ではまず不可能と思われるが、もし、干潟の一 排出負荷量については、長期の開門調査によってある ・ 失われた浄化機能の推定は開門調査で可能か？どん
部にでも生態系の復元ができるなら、そのバイオマスや底質と水 程度の成果が期待できることを示したが、調査実施に想 な調査が必要か？
の含有物の継続的調査、脱窒能調査などで局所的な浄化能は推定 定される影響とその対策は、短期開門調査において検討 回答：干拓締切堤防の建設以前の自然環境状態（主に潮
できると思われる。諫早湾の干潟の底質は他の沿岸域の干潟とか された結果を尊重すべきであり、その影響は非常に大き 汐変動（海水・潮汐時間・潮汐の大きさ）と境界条件
なり異なるので、諫早湾特有の生態系特性の可能性を探ることも い。 （流況等 ）が可能な限り再現されなければ、浄化機）
重要である。 能の評価・推定は困難と思われます。泥干潟の定義を
諫早湾の締切堤内全体を1つの系として捉え、この系内の物質 広く取ったとして、諫早湾奥の（かっての）干潟を有

循環（Ｎ，Ｃなど）系の推定と、系内への流入、系外流出を加え 明海湾奥の現存する泥干潟と同じとみるのは、誤りだ
、 。 。 、 、た 系全体の物質収支を考えることである程度可能と思われます と思われる 泥干潟は 十分な生態系が存在する時は

系内部では再生産も含んで、諫早湾での1次生産（基礎生産）を 大きな浄化能力を有すると考えられる。しかし、底棲
算定し（生物系の分野では1次生産量の推定ができるのでは？ 、 動物が少なくなると急激に死の干潟（ヘドロ化）に変）
系外流出が浄化能ということになりますが、これには脱窒や水産 わる弱さをもっている。
物の生産量（貝、魚、ノリ、海藻など 、鳥などの系外動物によ）

［中西委員］る捕食、全窒素((魚類、デトリタスなどの有機物（BOD,又はＣＯ
Ｄ 、栄養塩（アンモニア態、亜硝酸態、硝酸態の窒素など）)) 調査実施に想定される影響とその対策の大きさを考え）
の流出と流入の差の合計が浄化能ということになる。これらは、 ると、先ずは開門調査以外の手段によって事業前の排出
ある程度、推定・測定可能な事項であり、おおよその浄化能の評 負荷量を把握することに努力すべきである。
価は出来ると思われる。

［松岡委員］・負荷の増大について
（回答）締切られ淡水化された調整池に海水を導入し、水質の変化 ・調整池からの高い栄養塩レベルの排水が諫早湾内に流
を調査することで、海水導入による効果（負荷の軽減？ 調整池 入することになり、さらなる富栄養化の進行が懸念さ
内の負荷生産量の変化 の推定把握がある程度得られる ただし れる。） 。 、
水門操作によって締切り以前の浄化機能を評価できるものではな
く、現状からの改善へ向けての資料を得るものである。開門の期
、 （ 、 ）間 導入する海水の量によって評価可能な項目 水質 生態系等

も自ずと決まってくる。上述の “失われたとする浄化機能の、
推定は可能か？”で記したように「締切堤内の物質循環と流出入
量の推定」を通して“過去、現状、開門調査中”の観点から調査
整理を行ったら如何であろうか？
今回、開門総合調査調査によって、類似干潟による調査研究が

おこなわれ、有明海の泥質干潟における数多くの新たな知見が得
られ、生態系モデルのこれまでにない優れた成果が得られている
事は十分な評価に値する。これを下に、諫早湾における干潟の機
能を推定した結果も得られており、現状での最も進んだ研究とし
て評価できる。しかしながら、この成果も“類似干潟”に基づく
ものであり、過去の諫早干潟そのものではない。今回のこの成果
の検証と、今後の方策に向けた研究の更なる進展への意味から、
中長期にわたる開門調査の実施は意味がある。
堤防内の生態系への影響を調査する点において主に意味がある。
堤防外への生態系への影響を調査する点においては、生態系へ

、 。の影響が出現するには にさらに数年間の長期間が必要となろう

［中西委員］
ここで調査の対象とする水質は潮受堤防外の諌早湾の水質であ

り、調整池内の水質ではない。また干潟とは、調整池内で失われた
干潟の水質浄化機能である。
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調 査 開門調査にあたっての （１） （２） （３）
開門総合調査の成果 検討キーワード 調査によって期待される成果 調査実施に想定される 調査にあたっての留意事項

項 目 ノリ委 見解 より 影響とその対策（ 「 」 ）

（続き）②水質・干潟 ［中西委員］
・水質について(水質浄化機能
環境モニタリング（諌早湾干拓地域環境調査委員会、長崎県）のの喪失と負荷の

経年変化をみれば、堤防締切りの前後においてCOD、SS、T－N、T－増大 （続き））
Pの水質はほぼ横這いに推移しており、変化が認められていない。
中・長期開門調査が、諌早湾干拓事業がある場合とない場合との中
間の状態の調査である以上、そこで測定された水質は、諌早湾干拓
事業がない場合の水質を再現しているものではない。また、水質の
状況は気象状況等の他の要因において刻々変化するものであり、ま
た環境モニタリング結果から推定して、開門調査において測定され
た堤防外の水質が、堤防締切り後の水質と比較して有意の差を得る
ことは困難であろう。従って水質については、調査によって期待さ
れる成果は極めて少ないと言える。
・排出負荷量について
干拓事業が有明海に与える水質への影響を評価できる有力な手段

は、そのインパクトとしての負荷量の変化であると考えている。
潮受堤防締切り後の排出負荷量は、排水門からの排水量と水質と

の積によって容易に算定できる。また、排水量と水質については既
に十分な調査資料がある。
干拓事業前の排出負荷量（想定潮受堤防）については、陸域から

の排出負荷量が諌早湾奥から想定潮受堤防位置まで通過するまでの
変化量を差し引いた値で示される。陸域からの排出負荷量について
は、諌早湾干拓事業環境影響評価レビュー報告書（平成13年8月、
九州農政局）等での情報がある。陸域から排出された負荷量が想定
潮受堤防位置まで通過するまでの変化量についての想定は困難であ

、 。るが 水質シミュレーション計算によってある程度は可能であろう
また、海域のCOD内部生産を評価する手段としての△ＣＯＤ法（中
西）があり、この手法によって干拓事業前と事業後のCOD内部生産
量を推定することは可能である。
なお、便法として干拓事業前の排出負荷量を陸域からの負荷量と

割り切って評価することも考えられる。
短期開門調査報告書（平成15年5月、九州農政局）には、海水導

入前と海水導入中の調整池のCOD、T-P、T-Nの収支計算結果が示さ
れているが、長期間の海水導入によって調整池内の生態系が海水系
に安定した時期での調整池のCOD、T-P、T-Nの収支計算結果が得ら
れれば、それは干拓事業前の排出負荷量（想定潮受堤防位置）を推
定するための情報として役立つだろう。従って、海水導入によって
調整池内の生態系が海水として安定した時期までの長期の開門調査
は、排出負荷量を算定するための推定資料として、ある程度の期待
される成果が得られるだろう。
・干潟について
既に調整池内には干陸化された干潟が多く、残されている干潟は

少ない。しかし残された干潟について、海水導入によって海域干潟
としての浄化力を把握することは可能である。なおその場合には、
現在は淡水干潟となっている干潟の浄化力を把握しておかねばなら
ない。そのため、開門調査に先立って淡水干潟の浄化力把握の調査
が必要である。
また干潟については、中・長期開門調査によらなくても、開門総

合調査に示されたような類似干潟の現地調査と実験室調査を継続す
ることによって成果が期待できる。
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調 査 開門調査にあたっての （１） （２） （３）
開門総合調査の成果 検討キーワード 調査によって期待される成果 調査実施に想定される 調査にあたっての留意事項

項 目 ノリ委 見解 より 影響とその対策（ 「 」 ）

③貧酸素水塊 ［伊勢田委員］ ［伊勢田委員］ ［伊勢田委員］○貧酸素現象について検討したところ、 ○貧酸素水塊
潮受堤防の締切は、佐賀県沖における貧 ・潮受堤防の有無が貧酸素水塊に及ぼす影響が明らかになる。 ・調査当初は、潮受堤防内から排出される有機物が貧酸 ・貧酸素水塊の発生は、気象及び水温や塩分による躍層(貧酸素水塊の
酸素現象の影響要因になっていないとと 素水塊発生の原因になることが予想される。 の形成も関与するため、年変動が大きいと予想される発生) ○溶存酸素
もに、調整池からの排水は、諫早湾外の ことから、複数年の調査が必要である。［奥田委員］

［奥田委員］有明海の塩分躍層の形成について、主要 ・開門の時季、期間を選び、かつ多数の自記記録計を設置するなど○塩分
［奥田委員］な影響要因とはなっていない。 すれば、かなりの成果が得られよう。 ・数値化可能な要因は事前に十分シミュレーションによ

り予測しておく。 ・１回、２回の観測で貧酸素水塊が出た、出なかったか○水温
・短期開門に際して考慮された後背地に対しての留意事 らといって全体を総括するのは無理と思う。［加藤委員］

・樋門からの排水が淡水（現況）か海水に近い塩水（開門）かによ 項は、どのような開門になるにしてもできるだけ配慮 ・短期開門に際して考慮された後背地に対しての留意事
る密度成層の変化の調査ができる。 することが望ましい。 項は、どのような開門になるにしてもできるだけ配慮

全開の場合 することが望ましい。
［加藤委員］・堆積領域（還元が進む領域）と洗堀領域（酸化が進む領域）の場

［加藤委員］所がわかる。 ・現況では高雨量による排水時に貧酸素水塊の形成が考
えられるが開門して、それがどの程度防ぐことができ ・酸素消費量は室内実験でしか得られないので開門と直
るか不明（開門していても降雨により排水の塩分濃度 接つながらない。［小坂委員］

・貧酸素：全面開放すれば、諫早湾に限り、多少流れが速くなり、 は低くなる）=>筑後川の場合と同じ。
［小坂委員］少しは成果を期待できるが、夏場の大幅な改善は期待できない。 ・開門による流速増加によって生じる浮泥の巻き上げに

また諫早湾外有明海の貧酸素は別個のものであり、開門による成 よる酸素消費増加の解明が必要。 ①－(3)に同じ。
果は期待できない。

［小坂委員］ ［滝川委員］・塩分、水温についても、諫早湾外有明海では期待できない。
①－(2)に同じ。 貧酸素水塊発生の要因には、有明海海域全体における

底質の悪化（泥質化 、負荷の増大、流れの停滞、潮汐［滝川委員］ ）
貧酸素水塊の発生にしても一つの要因のみであるとは考えられ の変化、海砂採取後の窪地、赤潮増大、海水温の上昇等［滝川委員］

ず、気象・海象・地象の時空間にわたる変化等、多くの要因が複雑 ①－(2)に同じ 特に 堤防外への悪影響に注意が必要 が考えられるが、これらの全てが締切の影響によっての。 、 。
に関係しているもと考えられる。したがって、開門調査によって貧 み発生したと断定できるものではなく、むしろ他の要因
酸素水塊の発生原因が締切の影響であるかどうかを判断することは による影響が大きいと考えられる。例えば、負荷の増大［中西委員］
困難と思われる。むしろ、開門調査による締切貯水池内からの水質 調査を行うとすれば、短期開門調査を越えた大きな影 については、長年にわたる陸域全体からの人為的負荷量
負荷減少が、有明海全体への改善策としてどの程度かを調べる手立 響が予測される。 の蓄積と負荷質の変化（難分解性の物質等）が締切によ
ての１つとしての位置付けにあると考える。 る負荷増大よりも遥かに大きいと考えられる。また、流
低酸素水塊の発生経緯の推定は 非常に困難と思われる 過去 地 れの停滞に関しても、締切堤防の全面やごく近傍部は明、 。 （

質学的には極めて近代の5～10～20年）の底質層に対して数年単位 らかに締切の影響であるが海域全体への影響量は小さ
の年代測定分析ができれば可能かもしれないが、現状では無理のよ く、海岸の人工化や平均水深の増大、浮流し式ノリ網等
うである。数値解析による推定の可能性があるが過去のデータがど の海面施設の影響等も無視できない。海砂の採取も諫早
の程度残されているかによると思われる。 湾内に留まらず、有明海域内の他の場所（明確なる調査
開門調査に関係して、貧酸素水塊の発生を解消できるかどうかの が不十分のようであるが）からの採取の影響もあると考

可能性は、数値解析によってある程度調べ得ると考えられる。特に えられる。海水温の上昇は、有明海内のみでなく東シナ
貧酸素水塊が発生しやすい初夏から夏場の開門調査が困難であるこ 海全体にわたる現象である。
とからしても、数値解析による評価は有効であると考えられる。

［中西委員］
（調査の成果と影響とを考えると、調査は可能な限り［中西委員］

環境モニタリング（諌早湾干拓地環境調査委員会、長崎県）の経 避けるべきである ）。
年変化をみれば、堤防締切りの前後においてDOは横這いに推移して

［松岡委員］おり、変化がみられていない。しかし、夏季には底層において一時
的には貧酸素現象が認められている（諌早湾及び周辺海域の貧酸素 ・モデルによるシュミレーションを行う際にメッシュサ
現象に関する調査 。 イズをできるだけ細かくすることが重要である。）
中・長期開門調査調査によって、貧酸素水塊発生の変化や減少を

把握することは困難であろう。有明海海域環境調査によって開発さ
れた水質モデルを基礎として、本調査目的に適合した溶存酸素モデ
ルを開発して、貧酸素水塊発生の有無を予測することが期待できよ
う。従って、先ず開門ありではなく、水質シミュレーションによっ
て予測することが先であると考えている。

［松岡委員］
・貧酸素水塊の初期発生海域や発生規模、発生後の移動様式を把握
することが重要である。
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調 査 開門調査にあたっての （１） （２） （３）
開門総合調査の成果 検討キーワード 調査によって期待される成果 調査実施に想定される 調査にあたっての留意事項

項 目 ノリ委 見解 より 影響とその対策（ 「 」 ）

④底質・底生生 ［伊勢田委員］ ［伊勢田委員］ ［伊勢田委員］○諫早湾及び周辺海域において、潮受堤 ○底質
防の有無による潮汐変動に伴う、底質の ・底質の改善や底生生物の復活が期待される。 ・調査当初は、潮受堤防内に堆積している有機物の影響 ・底質の改善や底生生物の復活には、長期間を要する。物
粒度への影響を検討したところ、数値シ ・ひいては干潟浄化機能の回復が期待される。 や塩分濃度の急激な変化により ・潮受堤防の外側の（諫早湾の底質 ○底生生物 、

の変化と底生生 ［奥田委員］ミュレーションからは諫早湾湾口の一部 底質の悪化や底生生物への影響が予想される。
に底質の細粒化傾向がみられたが、環境 ・短期開門に際して考慮された後背地に対しての留意事物の減少） ［奥田委員］
モニタリングのデータからは諫早湾湾口 ・短期開門調査では、調整池、海域とも、閉門後にほぼ現状に復帰 項は、どのような開門になるにしてもできるだけ配慮［奥田委員］
付近の底質の粒度に一定の変化傾向はみ したとあるので 期間にもよるが同様の結果になるのではないか ・短期開門調査では、調整池、海域とも、閉門後にほぼ することが望ましい。、 。
られなかった。 現状に復帰したとあるので、期間にもよるが同様の結

［加藤委員］ ［加藤委員］果になるのではないか。
全開の場合 ・短期開門に際して考慮された後背地に対しての留意事 ・調整池内が開門による新しい環境に対応した生物相の
・堆積領域（還元が進む領域）と洗堀領域（酸化が進む領域）の場 項は、どのような開門になるにしてもできるだけ配慮 構築には時間がかかる （中期開門は生態系を壊すだ。
所がわかる。 することが望ましい。 けで何もえられない ）。

［加藤委員］全開の場合
［小坂委員］・調整池内が非感潮域環境から感潮域環境に変わることにより底生 全開の場合

生物の変化の調査が可能。 ・底質変化が漁場に与える影響を十分把握できるのか疑 ①－(3)に同じ。
・底生生物も長期的には変化が予想される。 問。

［滝川委員］・SS濃度の増加による底生生物への影響が把握できるか。
底質の細粒化、浮泥堆積などの変化は主に、①粒径の［小坂委員］

・全面開放により、諫早湾内の流動はわずかではあるが改善される 大きい砂分の供給が減少したこと、もしくは、海岸線の［小坂委員］
ので、底質、生物の変化は見られる可能性はある。但し、開放初 ①－(2)に同じ。 人工化、砂採取等により海域から砂が減少したこと、こ
期においては浮泥などにより一時悪化が予想される。 れと対応して、②粒径の細かい土が供給されること、③

・湾外の有明海への変化は期待されないと思われる。 微細粒子のフロック形成されこれが沈降し、浮泥が堆積［滝川委員］
①－(2)に同じ 特に 堤防外への悪影響に注意が必要 すること等によると考えられる。従って上記の項目に影。 、 。

響をあたえる要因について調査・検討を行う必要があ［滝川委員］
底生生物の減少については、底質の変化が直接に生物減少に繋が る。［中西委員］

るものでなく“底質の悪化”が主たる要因と思われる “底質の悪 調査実施に想定される影響とその対策は、短期開門調 ① の要因については、締切により諫早湾奥部からの。
、 、化”や“水質の悪化”等が“貧酸素化”等に関連し“底生生物の減 査において検討された結果を尊重すべきであり、短期開 土砂供給が減少したこと 諫早湾内の砂採取によるもの

少”の悪循環に陥っていると思われる。この “底質の悪化”や“ 門と比較しての影響は非常に大きい。 諫早湾外からの砂供給が減少したこと（有明海域への各、
水質の悪化”に自然条件の変化や人為的な環境改変に伴う様々な要 河川からの砂分の供給減少も含む）などが挙げられる。
因があり、有明海域全体として慎重に検討しなければならない。 また、海域全体に及ぶ海岸線の人工化やなぎさ線の喪失

などがある。
② の要因については、締切により高濃度の微細粒子［中西委員］

・底質について が排水門から排出されること、ダムや堰等により（砂は
環境モニタリング（諌早湾干拓地域環境調査委員会、長崎県）に 止められ）微細粒子が従来のまま有明海域に供給される

よる底質の経年変化をみれば、堤防締切りの前後において底質（粒 こと、及び諫早湾外からの微細粒子の供給（かつて諫早
度分布、COD、強熱減量、T－N、T－P）はほぼ横這いに推移してお の干潟が形成ように）が行われていること等が考えられ
り、変化が認められていない。硫化物については堤防外近辺におい る。
て締切り後に増加が認められている。 ③ の要因については、海域に存在・浮遊する微細粒
中・長期の開門調査によって、潮受堤防外近辺の底質に変化が認 子が凝集・沈降・堆積しやすい状況にあることであり、

められる可能性（硫化物において）はあるかも知れない。しかし中 これらは流動の大きさの低下、海水温の上昇、水質の変
・長期の開門調査は、あくまで中間的な調査であるので、調査によ 化等、物理･化学的作用による影響があるものと考えら
って期待される成果は未知数である。 れる。
なお開門調査とは別に 数値シミュレーションの精度を強化して したがって底質の変化は締切堤防の近傍においては、、 、

さらに底質移動の傾向を把握することが望ましい。 流動低下（流速が０になった）による影響が大きいとも
・底生生物について 考えられるが、諫早湾内域における底質の細粒化や浮泥
環境モニタリング（諌早湾干拓地域環境調査委員会、長崎県）に 堆積に関しては、締切による流動低下のみで説明はでき

。 。よる堤防外の底生生物の年間出現種数の経年変化をみれば、年間出 ない 諫早湾外からの影響をも考慮しなければならない
現種数の変化は大きいが、堤防締切り後においては相対的に増加の

［中西委員］傾向にある。また、年間出現個体数の経年変化をみても、堤防締切
り後においては相対的に増加の傾向にあり、中・長期の開門調査に （調査の成果と影響とを考えると、調査は可能な限り
よって堤防外の底生生物は種類数においても個体数においても減少 避けるべきである ）。
する可能性がある。従って底生生物については、中・長期開門調査

［松岡委員］の意義は低いものと考えられる。
・少なくとも貧酸素水塊の出現前後で調査を行う必要が
ある。［松岡委員］

・貧酸素水塊の発生に伴って、底質からの栄養塩や微量重金属等の
溶出を明らかにする必要がある。また底棲生物の生態に影響を及
ぼすであろう海水ー堆積物境界部の酸素濃度の詳細な把握が必要
である。

・既存資料の質的評価を行う必要がある。例えば，潮受け堤防完成
前後で出現している底棲生物群集は好気的環境に適応しているの
か、或いは嫌気的環境に適応しているのか、など。
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調 査 開門調査にあたっての （１） （２） （３）
開門総合調査の成果 検討キーワード 調査によって期待される成果 調査実施に想定される 調査にあたっての留意事項

項 目 ノリ委 見解 より 影響とその対策（ 「 」 ）

⑤赤潮・プラン ［伊勢田委員］ ［伊勢田委員］ ［伊勢田委員］○赤潮の発生指標となるクロロフィルａ ○水質
について、潮受堤防の有無あるいは諫早 ・本来の赤潮原因プランクトンの発生状況が明らかになる。 ・調査当初は、潮受堤防内の栄養塩が外に出て、それが ・赤潮原因となる植物プランクトンの増減は、降雨や日クトン

、 、(赤潮の増加) 干潟の有無による影響を検討したとこ 要因で赤潮を形成し、周辺の生物に影響することが予 照 水温や塩分などの影響をうけるため変動が大きく○日射量
ろ、諫早湾外の有明海では明らかな差は 想される。 長期間の調査が必要である。［奥田委員］
みられなかった。 ・③貧酸素水塊と同じく、開門とは関係なく継続観測することが望○貧酸素

［奥田委員］ ［奥田委員］ましい。
・有明海湾奥の海水の滞留と赤潮発生記録の増加が報告されてい ・③貧酸素水塊と同じく、開門とは関係なく継続観測す ・③貧酸素水塊と同じく、開門とは関係なく継続観測す
る。一方、短期開門調査では、大潮を含んでいつも潮汐の影響は ることが望ましい。 ることが望ましい。
諫早湾内に限られるとされている。開門しても同じ結果になるの ・有明海湾奥の海水の滞留と赤潮発生記録の増加が報告 ・有明海湾奥の海水の滞留と赤潮発生記録の増加が報告
ではないか。あるいは計算の精度を上げれば有明海の湾央まで及 されている。一方、短期開門調査では、大潮を含んで されている。一方、短期開門調査では、大潮を含んで
ぶようになるか。 いつも潮汐の影響は諫早湾内に限られるとされている いつも潮汐の影響は諫早湾内に限られるとされてい。

開門しても同じ結果になるのではないか。あるいは計 る。開門しても同じ結果になるのではないか。あるい
算の精度を上げれば有明海の湾央まで及ぶようになる は計算の精度を上げれば有明海の湾央まで及ぶように［加藤委員］

・調整池内は開門により汽水生プランクトンから海洋性プランクト か。 なるか。
ンに変化することが調査できる。 ・短期開門に際して考慮された後背地に対しての留意事 ・短期開門に際して考慮された後背地に対しての留意事

・調整池内は栄養塩が諫早湾内より高いから赤潮が発生しやすくな 項は、どのような開門になるにしてもできるだけ配慮 項は、どのような開門になるにしてもできるだけ配慮
ると考えられる。 することが望ましい。 することが望ましい。

・諫早湾内のプランクトンの発生は栄養塩のほか気象条件に左右さ
［加藤委員］ ［加藤委員］れるので開門による影響かどうか予測不明。
・現在は調整池内は汽水性プランクトンが分布している ・諫早湾内に赤潮が発生した場合、有明海に広く拡散す
から赤潮が発生して水門から諫早湾内に流出しても塩 る事が予測される。［小坂委員］

・赤潮は、海象だけではなく、気象にも左右されるので、開門によ 分濃度差で死滅することが考えられる。しかし開門し
［小坂委員］る結果を導き出すことは難しい。 て海洋性プランクトンに置き換わると調整池内に発生

した赤潮が諫早湾内に広がることが考えられる。 ①－(3)に同じ。
［滝川委員］

［小坂委員］ ［滝川委員］開門調査による海水導入によっては 排水門の位置での負荷量 量、 （
と質）の変化を行う事になるので、これに伴う有明海海域への影響 ①－(2)に同じ。 赤潮の発生件数の増加は、海域環境の悪化を意味する
を調査することになる。これは数値解析（流動・水質モデル）の検 １つの指標でもあるだろうが、赤潮の発生メカニズムが
証データーとしての意味も持つ事になる。 未解明のままで、また発生種によってもメカニズムに相［滝川委員］
複雑な要因に支配されている（とされる：メカニズム不解明によ ①－(2)に同じ 特に 堤防外への悪影響に注意が必要 違があるといわれており、そのような状況の下で、その。 、 。

る曖昧さ）環境悪化の要因を明確にするためには、抽出した要因に 原因を特定し、まして物理的要因（特に、堤防締切）と
よる影響を的確に評価することが重要であり、この為には数値解析 直結させることは現在の科学技術では困難な問題であ［中西委員］
（流動・水質モデル）が最適であり、これの研究開発を含む充実が 調査実施に想定される影響とその対策は、短期開門調 る。
必要であると考える。 査において検討された結果を尊重すべきであり、短期開 海域環境への変化要因として自然的要因の変化（地象

門と比較しての影響は非常に大きい。 ・気象・海象 、自然的・人為的インパクト等の変化を）
調査・検討項目として掲げ、これの下に海域調査を推し［中西委員］

環境モニタリング（諌早湾干拓地域環境調査委員会、長崎県）に 進めているところであり、総合的な観点からの検討を行［松岡委員］
よる堤防外の植物プランクトンや動物プランクトンの経年変化をみ ・調整池からの高い栄養塩レベルの排水が諫早湾内に流 ってはじめて回答すべきものであり、現在の時点では“
れば、相対的に横這いに推移しており、堤防の締切り後においても 入することになり、さらなる富栄養化の進行と、鞭毛 分からない”としか回答できない。 締切の影響がある
大きな変化はない。植物プランクトンの年間出現細胞数では締切り 藻赤潮(Chattonella antiqua, C. marina, Fibrocapsa とすれば、有明海域に対する負荷の増大（淡水負荷の量
後において増加の傾向にある。また、植物プランクトンの年間出現 japonica, Akashiwo sanguineaなど)発生増加が懸念 と質および負荷点（水門位置からの負荷へ移動）の変
種数のように締切り前後においてゆるやかな減少からその後に回復 される。 化 、局所的流動の変化などが主に考えられるが、これ）
しているような例もみられる。 らが即、赤潮の発生増加に直結するかどうかは不明であ

従って、中・長期開門調査においても、急激な排水による一時 る。
的な変化はあるにしても、諫早湾全体では動植物プランクトンに顕

［中西委員］著な変化が認められないことが想定されるので、調査によって期待
される成果は少ないと思われる。 （調査の成果と影響とを考えると、調査は可能な限り

避けるべきである ）。
［松岡委員］
・赤潮の発生（確認）は植物プランクトンの異常増殖とその後の風
や流れの集積効果に起因することが多い。現行のシュミレーショ
ンでは赤潮の出現過程を再現し、予測するのは困難であると考え
る。しかし、赤潮が発生しやすい海域か否かの判断を行う要素の
一つとしての栄養塩レベルの状況把握は重要である。

・植物プランクトン現存量のプロキシーとしてクロロフィル濃度の
季節変動の把握も重要である。

・出現する植物プランクトン種構成やその季節変動の把握も必要で
ある。開門調査によって赤潮発生の潜在要素である植物プランク
トン種構成の変化を明らかにすることが出来る。特に、出現プラ
ンクトンの生態（内湾性か外洋性か 。）
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調 査 開門調査にあたっての （１） （２） （３）
開門総合調査の成果 検討キーワード 調査によって期待される成果 調査実施に想定される 調査にあたっての留意事項

項 目 ノリ委 見解 より 影響とその対策（ 「 」 ）

利 ⑥漁業生産 ［伊勢田委員］ ［伊勢田委員］ ［伊勢田委員］○ノリの作柄
＜タイラギ＞ ・調査開始当初は、特に諫早湾周辺の漁場は環境が悪化 ・長期的な展望のもとに調査を行っていく必要がある。用 (タイラギ、ア
・異常へい死「立ち枯れ」との関連を明らかにすることができる。 する恐れがある。・ サリ等の減少、 ○タイラギ、アサリ等

開 成育不良および ［奥田委員］の減少 ＜アサリ＞ ・有明海内の流れが変化することにより、アサリ浮遊幼
・資源回復の兆しが認められない荒尾地先におけるアサリ減少原因 生の移動に変化が生じ、現在獲れている漁場が悪くな ・水位が高い時季の開門が不適なことは容易に理解でき発 稚貝の斃死)

、 。○その他の生産 との関連が明らかになる。 る可能性がある。 るが 低い時季(１２月～２月)はどのように考えるか
開門すると汚泥の巻き上げによる栄養塩類(Ｎ、Ｐ)の
増加が予想されるので(ノリ第３者委)、赤潮の発生が［奥田委員］ ［奥田委員］

・水位が高い時季の開門が不適なことは容易に理解できるが、低い ・水位が高い時季の開門が不適なことは容易に理解でき 懸念される。しかしノリにとってはプラスとなる面も
時季(１２月～２月)はどのように考えるか。開門すると汚泥の巻 るが 低い時季(１２月～２月)はどのように考えるか あるので、平成１３年のノリ豊作年における赤潮の動、 。
き上げによる栄養塩類(Ｎ、Ｐ)の増加が予想されるので(ノリ第 開門すると汚泥の巻き上げによる栄養塩類(Ｎ、Ｐ)の 向(種、量、出現時期)図書要因との相関を調べること
３者委)、赤潮の発生が懸念される。しかしノリにとってはプラ 増加が予想されるので(ノリ第３者委)、赤潮の発生が が必要。
スとなる面もあるので、平成１３年のノリ豊作年における赤潮の 懸念される。しかしノリにとってはプラスとなる面も ・短期開門に際して考慮された後背地に対しての留意事
動向(種、量、出現時期)と諸要因との相関を調べることが必要。 あるので、平成１３年のノリ豊作年における赤潮の動 項は、どのような開門になるにしてもできるだけ配慮

向(種、量、出現時期)と諸要因との相関を調べること することが望ましい。
が必要。［加藤委員］

［加藤委員］・ノリ漁場と樋門との距離があり 開門による流況 栄養塩の補給 ・短期開門に際して考慮された後背地に対しての留意事、 、 、
その他の影響は微少で因果関係がないことが第３者委員会で指摘 項は、どのような開門になるにしてもできるだけ配慮 ・開門による潮流の変化が漁場に与える影響、ＳＳ濃度
されている。 することが望ましい。 の増加による漁場に与える影響等を分離して影響の分

・二枚貝漁場で諫早湾内では影響調査が可能。 析をすることは不可能。
［加藤委員］・開門によって生産性があがるかどうかは現在の知見では不明。

［小坂委員］・諫早湾内のＳＳ濃度が最大で数千ppmを越えることが予
想され、貝漁場への影響が不明。シミュレーションに ①－(3)に同じ。［菊池委員］

・数値シミュレーションでは評価ができない赤潮、底生生物、漁業生産 よる精査が必要。
［滝川委員］等は、開門による調査も必要ではないか。1997年以降の不漁との対比

を見るためには開門調査は必要である。 貝類の生育にもっとも影響するといわれているのは、［菊池委員］
・排水門を開放した場合に生ずる大きな流速の発生により底 まず底質であって、砂質で成長し、砂泥質（砂に対して
泥が巻き上がり、堆積することによる漁業への影響を考慮 20～30％の泥分量の干潟が良い）で生育するといわれて［小坂委員］

・漁業生産の変動要因は、いろいろなものが考えられ、また、魚種 すべき。 いる。次に影響するのが水質であると考えられる。
により変動要因は違うので、解明は困難性を要し、現在行政特研 対策に経費、労力がかさむとしても、開門調査は実施する したがって、この海域全体における貝類の減少は、底
や各県の解明への努力が続けられている。 べきである。 質が砂質から泥質化し、さらに汚泥化した浮泥が海域全

・開門が直接に成果として変動要因解明に繋がることは期待できな 体に拡大していることと対応している。また、水質の悪
い。 化（その要因は前述したように、自然環境の変化、人為［小坂委員］

（ 、 、①－(2)に同じ。 的インパクト 内陸からの負荷の質・量の増大 酸処理
砂の採取等々・・ ）が海域全体で進行している裏づけ［滝川委員］ ）

アサリについては、熊本県地先で着底後の稚貝が成長せずに斃死 と考えられる。［滝川委員］
してしまう現象が起きている。覆砂により一時的に改善されるが効 ①－(2)に同じ 特に 堤防外への悪影響に注意が必要 覆砂の効果が持続しないことに関しては 底質環境 物。 、 。 、 （
果が持続しない。原因は特定されていないようだが、どんなことが 理・化学的性質）と水質環境および流動環境に対する生
考えられるか？解明にはどんな調査が必要か？ 態系（アサリ、タイラギ）の生育特性についての調査・［中西委員］
(回答)：有用貝類の減少が締切以前から始まっていることは、減 調査を実施するとすれば、実施に想定される影響とそ 研究を進める事が必要である。

少の要因が締切のみの影響でないことを意味する。ただし、締切に の対策は、短期開門調査におい
［中西委員］よって流れの滞留が生じ(締切堤の近傍)これに伴って、底質の泥質 て検討された結果を尊重すべきであり、短期開門と比

化が進行し、これが何らかの要因によって汚泥化し、貧酸素化に繋 較してその影響は非常に大きい。 （調査の成果と影響とを考えるとは、調査は可能な限
がるという その原因の1つとしては考慮に入れなければならない り避けるべきである ）、 。 。

［中西委員］
・ノリの生産について
平成12年度のノリ不作と干拓事業との関係を明らかにすること

が、開門調査の発端であり、調査の主目的とされている 「平成12。
年度のノリ不作の主な原因は、大型珪藻の赤潮の広域的かつ連続的
な発生にともなうノリ養殖漁場での栄養塩濃度の低下による著しい
色落ちであり、この赤潮は秋季の大量降雨に引き続く晴天の持続に
高水温が加わったかなり異常な気象・海象によって発生したものと
考えられる 」というのがノリ不作等第三者委員会の見解である。。
この見解に従えば、干拓事業が大型珪藻の赤潮の広域的かつ連続的
な発生に関与しているか否かということが開門調査の課題となる。
中・長期の開門調査（海水の導入）によって大型珪藻の赤潮の広

域的かつ連続的な発生が抑止できることが明らかになれば、開門調
査の成果が得られたことになる。この赤潮の発生は、秋季の大量降
雨に引き続く晴天の持続に高水温が加わったかなり異常な気象・海
象によって発生したものと考えられているので、この異常な気象条
件に合わせて中・長期の開門調査を行うことが望ましい。しかしこ
の条件はかなり難しいので、少なくとも赤潮の発生している時期に
合わせて開門調査を行うことが必要である。
ノリ不作の原因は 「富栄養化→赤潮の発生→栄養塩不足→ノリ、

不作」によって説明されている。しかしノリ生産には本質的に栄養
塩の供給が必要である。富栄養化の抑制によって赤潮発生は抑制さ
れたとしても、そのために栄養塩類が不足しては困る。ノリ生産に
とって望ましいのは赤潮の発生しない富栄養化である。しかしこの
条件はかなり難しい。強いて言えば、夏場の高水温期の貧栄養化と
冬場の低水温期の富栄養化である。水温と時期によって赤潮とノリ
との住み分けができれば好都合である。
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調 査 開門調査にあたっての （１） （２） （３）
開門総合調査の成果 検討キーワード 調査によって期待される成果 調査実施に想定される 調査にあたっての留意事項

項 目 ノリ委 見解 より 影響とその対策（ 「 」 ）

⑥漁業生産 ［中西委員］(続き)
中西の試算によれば、有明海でのノリ生産に利用される窒素は、(タイラギ、ア

容積負荷として平成10年は23.5Nｔ/㎞3/年であり、ノリ不作の平成サリ等の減少、
12年度でも13.5Nｔ/㎞3/年である。この値は、三河湾6.2Nｔ/㎞3/成育不良および
年、東京湾5.9Nｔ/㎞3/年、瀬戸内海1.0 Nｔ/㎞3/年に比較して極稚貝の斃死)(続
めて高い。また、単位容積当りの窒素流入負荷量は、有明海975Nｔき)
/㎞3/年、東京湾5731Nｔ/㎞3/年、三河湾2325Nｔ/㎞3/年、瀬戸内
海248Nｔ/㎞3/年であり、有明海では窒素流入負荷量に比較しても
高い生産力を維持している。また、流入負荷量に対するノリ生産へ
の窒素利用率（取上げられる窒素の割合）は、有明海2.41％、東京
湾0.10％、三河湾0.26％、瀬戸内海0.40％であり、相対的に利用率
は低いものの有明海は他の海域に比較して突出した高い利用率とな
っている。
ノリの高密度の生産は、環境の変化に対して極めて敏感に反応す

る虚弱な生産形態を意味している。干拓事業の影響が取りざたされ
るのもこのためであろう。抜本的には有明海では、栄養塩管理とい
う新たな視点からの水質管理が必要であろう。
開門調査によって、ノリ不作の原因が解明でき、その原因が干拓

事業であると断定することは極めて困難であると考えている。
・二枚貝の生産について
二枚貝の生産は1979年をビークにその後は右下がりに減少が続い

ており、堤防が締切られた1997年以降も減少が続いている。その原
因について種々検討が重ねられているが、明確な結論が得られてい
ない。貝類の減少は瀬戸内海でも同様であり、1985年頃より急速に
減少していおり、貝類減少の原因の究明は西日本に共通した課題で
ある。
干拓事業の影響の有無が議論されているが、少なくとも貝類減少

の主因とはならない。また、開門調査によってその原因が解明でき
るという自信がない。従って、開門調査を実施する意義は低いと考
えている。

［松岡委員］
・ノリ資源量は潮受けけ堤防の有無に関わらず大きな変動をしてし
たことから、潮受け堤防が直接の影響であるとは判断できない。
また、タイラギやアサリの資源量の低下も潮受け堤防完成前に進
行していることから、直接的な影響は考えられない。
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（４）開門調査のあり方

［伊勢田委員］ ［滝川委員］(続き)
・ 潮位・潮流）少なくとも１年間の実測調査が必要である。 環境問題に関する数値シミュレーションは、現地での観測や実験等を通じて構築された個々の基本現象（
・ 水質・干潟）少なくとも３年以上、水質調査やバクテリアを含む干潟生物調査を行う。 の数値モデルを基本として、環境問題をシミュレートする計算手法である。数値シミュレーションが現象（
・ 貧酸素水塊）３年以上調査を行う。 をうまく表現し、シミュレーション装置として機能するためには、数値モデルが時間的・空間的にも十分（
・ 貧酸素水塊）発生の経過を明らかにするため、連続測定機器を多数設置する。 に現実の現象を表現できているかどうかの妥当性が検証されていることが大前提である。しかしながら、（
・ 貧酸素水塊）年数回の溶存酸素量の鉛直・水平分布調査を行う。 環境の複雑なメカニズムについての研究も積極的に試みられているものの、多種多様な環境要素について（
・少なくとも３年以上、潮受堤防内外の底質や底生生物の種類・数などの調査を行う。 の数値モデルの構築および妥当性が十分に検証されているとは言い難い。このことから直ちに、環境問題
・３年以上の調査が必要である。 への数値シミュレーションが全く当てにならないと言うことではなく、その適用限界を十分認識しておく
・広域な赤潮を把握するために人工衛星によるクロロフィル画像を撮影し、現場海水の検鏡と併せて解析 ことで、環境評価、環境予測手法として非常に有効に活用できる。数値計算の特徴として、実際の観測等
を行う。 では計測し得ない量を容易に算定でき、これを解析することで新たな現象の存在が確認することが出来た

・少なくとも５年以上の各対象生物の調査を行っていく必要がある。 り、また、様々な計算のパラメータを自由に変化して、その影響を調べること（感度評価）が容易にでき
・短期開門調査・国調費・行政特研とそれぞれの成果は得られているが、第三者委員会の「見解」で各項 るなど、多くの利点を有しており、数値モデルの開発とともに、今後の進展が大いに期待される。
目毎に開門調査に関して述べられていることを十分説明できる成果は得られていないこと、中・長期開 モニタリング調査は、種々の環境情報を追跡調査して、環境の現状と変遷を把握しようとするもので、
門調査検討会議における意見聴取での専門家の意見も様々であることが「論点」であり、排水門の開度 環境問題の管理と運用を目的に実施される。調査目的に応じて、調査項目、期間、時期、方法等を十分に
を出来るだけ大きくした、複数年にわたる現地開門調査による検証が望まれる。 検討しておくことが肝要である。

その他、科学的アプローチの手法として、環境構成要素のメカニズムを対象に数値モデルを構築して数
値シミュレーションにより評価しようとするのではなく、現象そのものを直接に統計学的手法により関係［奥田委員］

・短期の場合とは異なるやり方でないと意味がない。すなわち、時季、流量、水位など、少なくとも１つ 付けたり、数理的に情報を処理する方法（ニューラル・ネットワーク）などが研究・開発されつつある。
は変えた場合の予測計算をして、被害の少ないものを取り上げる。 いずれにしても、複雑系への科学的アプローチは、調査分析の技術、高度な数値モデルの開発を前提とし

て環境変動の評価・予測システムを構築し、これらの統合としての環境の回復・改善技術および維持・管
理技術の方向性の中に進展されねばならない。［加藤委員］

・潮位・潮流については、シミュレーションで充分カバーできる。国調費のモデルは非常に精度のあるモ
［白島委員］デルである。

・シミュレーションによる予測結果から有明海環境改善につながる対策を模索すべき。 １．中・長期開門調査のありかた
・水温、塩分濃度に関しては、シミュレーションモデルで予測可能である。 １）ノリ不作等第三者委員会の「見解」で開門調査については流動に関して以外は、各項目について長い
・COD、T-P、T-N等の水質は開門しても有意な結果は得られない（開門による影響か他の環境の影響かの 期間の調査および大きく長い開門を提言されているところである。
分離が不可能 。 また、同委員会の最終報告書－有明海の再生を願って－には「潮受け堤防締め切りの影響についても）

・調整池内の干潟出現による浄化機能が回復するまでどの程度の期間が必要か不明。 委員会での議論を踏まえて、開門調査などにより詳しい検討が行われることを期待したい 」とされて。
・流動に対してはシミュレーションモデルで充分。 おり、最大限この意見を尊重しながら調査を行っていくべきと考える。このためには排水門をできる限
・まず開門ありきではなく、養殖漁場について個別の対策を実施した後に総合対策を立てることが必要。 り大きく開けて、長期にわたる開門調査は是非必要と考える。

２）特に、有明海の広域にわたるプランクトン、底生生物、漁業生産等の生物関係調査、さらには底質、
突発的に発生する貧酸素水塊については周年変化を把握するにはシミュレーションではなく、長期ので［菊池委員］

・潮位・潮流は漁業生産にとって最も大きな問題であり 漁業者を納得させるためにも 開門調査を実施すべき きる限り開度の大きい開門調査が必要である。、 、 。
３）なお、先般第４回の専門委員会が開催された際、漁業関係者は潮位、潮流についてシミュレーション

・有明海湾奥における底生生物の減少の原因は貧酸素現象。いつ、どこで貧酸素現象が発生するかを解明するた で検討できるとの意見が出されていることに少なからず驚きを示しており、有明海全体の現場調査は極
めには、より詳細な現地調査が必要。 力必要と考える。

２．また細部には、
・貧酸素に対する耐性、長期間の減少傾向による種苗の減少、エイの食害、流動の低下に伴う底質の泥化等によ ①潮流について、短期開門調査の結果から、その変化は、諫早湾周辺にとどまっており、有明海全体に
り底生生物は減少。漁業生産は個別地域の調査が必要。 及ぼす堤防締め切りの影響はないと結論づけているが、７㎞の堤防の内の２５０ｍの開放、しかも短

期の開放から得られたデータから導き出すこと疑問である。むしろ、これくらいの小規模の開放によ
・ノリの色落ちは諫早湾で発生する赤潮の原因であると漁業者は非常に不安視 これを解消するには開門が必要 り、諫早湾周辺に影響を出したことが重要な問題ではないか？。 。

②２５０ｍの水門開放から得られたデータによるシミュレーションは、堤防がなかった場合とある場合
の比較をして、堤防締め切りの影響はなしとしているのか？２５０ｍ水門開放の影響だけをシミュレ［小坂委員］

・中・長期開門調査は、(２)欄のように諫早湾の漁業及び周辺の農業や住民に大きなリスクが想定される ートして堤防全体の話をしているのであれば、それはおかしい。
ので、まずはシミュレーションによる調査検討をすべきである。 ③諫早湾干潟の浄化能力を推定するのに、塩田川、鹿島川沖の干潟をモデルとしているが、そもそも締

め切りの影響を受けている可能性のある両河川の干潟をモデルに用いることができるのか。近年この
鹿島地先の干潟域は、アゲマキ資源の消耗などによるバイオマスの著しい減少により、以前より底質［滝川委員］

環境は多種多様な諸要素（因子）によって構成され、しかもそれぞれの諸要素が互いに関係し合う複雑 の悪化が確認されており、浄化機能の低下を諫早と比較はおかしい。モデルとして用いるならば、き
系である。環境問題に対処する科学的アプローチは段階的に、複雑な環境変化の分析・解析を中心とした ちんと機能している干潟を選定するべき。
個々の研究（Anailsis 、環境因子間の相互作用とモデル化等に関する研究（Interaction 、これらの統 ④短期開門調査は、あくまでも年間の中で春先の１ヶ月行われたものであり、そのときの海域の状況し） ）
合としての環境問題への応用と深化（Integrate 、およびその持続性の管理・運用に関するもの（Manag か示していない。海況というものは、季節により大きく変化するものであるから、真の影響を導き出）
ement）への方向性の中にあることを認識しておく必要がある。 すためには、少なくとも年間を通した開門が必要である。
科学的アプローチの方法には、現地調査、過去の調査・研究データの整理・分析、実験、数値シミュレ したがって、できるだけ大きく開門した長期間での調査は実施するべきである。

ーション、モニタリング調査などがあり、上述の科学的アプローチの段階や目的に応じて適切な方法の組 ⑤今、堤防締め切りの影響について問題になっている根本は、有明海の生物（ノリ、タイラギ、クルマ
み合わせを選別することが望まれる。 エビ等）の変化であるのに、短期開門調査では、一番重要な部分の調査が不十分というか全くと言っ
現地調査では、環境を構成する水象、気象、地象および生態系に関する環境調査や、住民等へのアンケ て良いほど行われていない。短期の開門では、生物への影響がでにくいと考えているのか？もしそう

ート調査などが含まれるであろう。環境調査においては、各事象ごとに数多くの調査項目があり、環境変 なら、この生物の影響を調べるためにも、できるだけ大きく開門した長期にわたる調査は、絶対行わ
動のメカニズム解明や総合的な環境対策にあたっては出来るだけ多くの調査項目の実施が望まれるが、調 なければならない。
査の時期（季節変動 ・調査期間・調査方法等によって得られるデータがどのような意味をもつのか、ま）

［松岡委員］た、観測機器の計測・分析精度がどの程度なのか、等の認識をしておくことが重要で、不必要な調査を数
多く行っても無意味である。このためには、過去の調査・研究資料の整理・分析が大いに有用となる。過 ・物理・化学的な環境項目は国調費によるモデルの再現精度を上げることでこれまでの不十分な点を補
去の有用な知見に加えて、過去のデータの統計的分析等によって客観的な環境変動の特性を把握すること 完することは可能であろう。ただし、大浦沖の北流の有無など、基本的にはそれぞれの項目について
も可能であり、環境調査項目の抽出や調査時期・期間・方法の決定に大いに役立つ。すなわち、環境調査 現場調査によって十分にモデルの妥当性を確認する必要がある。その後にモデルに基づいたシュミレ
を行うにあたっては、何を調査するか？ ではなくて、何のために調査するか？ の調査目的を明確にし ーションでノリ不作や資源量の減少を検証すべきである。
ておくことが肝要である。 ・中長期開門調査を行うにしても、すぐに実施するのではなく、締め切ったままでの環境変動の様子を
実験によるアプローチは、現地の様々な環境因子による環境変動の特性を、環境因子を抽出して、これ 十分に把握してから実施すべきである（例えば貧酸素水塊の出現過程の把握などは現状のデータでは

による影響について模型等を用いて調べる方法である。生態系に関するミクロなものから、水象・気象・ 十分とはいえない）
地象などの物理環境に関する大型の実験まで種々のものが行われる。環境変化のメカニズム解明や数値モ ・開門方法の検討の具体的な考え方（平成13年9月20日、農林水産省農村振興局）では水門や潮受け堤
デルの構築等を目的に実施されるが、実験精度や現地への再現性の問題に注意が必要である。 防の現状を維持した上での開門調査を想定している。これでは開門時の水位の調整や開門時期の制約

が著しくなり、中長期開門調査を実施しても、そこから得られる成果は限定的にならざるを得ない。
中長期開門調査が一連の干拓事業によるノリ不作や赤潮発生の増加、底棲生物の減少等生態系への影
響の解明を目的とするならば、制約条件をできるだけ少なくして実施する事が望ましい。

、 ， ， 、・総合開門調査の結果や国調費による調査結果では 潮受け堤防による潮位・潮流 水質 貧酸素現象
。 、赤潮発生指標とされたクロロフィルaへの影響は見られなかったか或いは小さいとしている しかし

これらの環境変化が生物群集へへ与える影響はある程度の時間経過の後に現れてくることも十分に考
慮しておく必要がある。
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（５）その他

［奥田委員］ ［滝川委員］(続き)
・数値シミュレーションの精度が高まっただけという結果に終わるのは負の影響が大きすぎるように思わ (2) 開門調査の締切堤防外の水域（有明海域の全域）に対しての影響は、締切られ淡水化された調整
れる。 池に海水を導入し、水質の変化を調査することで、海水導入による効果（負荷の軽減？ 調整池内

・文献によって異なる見解があるのは興味深い。さらに検討を待つ。 の負荷生産量の変化、排水門の位置での負荷量（量と質）の変化）の推定把握がある程度得られる
、 。 （ ）・日射量については、明るさ(ルックス)を含め、エルグ、カロリー、ジュール、光量等などが使われてき ので これに伴う有明海海域への影響を調査することになる これは数値解析 流動・水質モデル

た。積算日射量として統一、継続した資料があるか。(→ノリでも同じ) の検証データーとしての意味も持つ事になる。ただし、水門操作によって締切り以前の環境機能を
評価できるものではなく、現状からの改善へ向けての資料を得るものである。

開門調査に関係して、貧酸素水塊の発生を解消できるかどうかの可能性は、数値解析によってある程［加藤委員］
・国調費によるモデルを2000年、2001年の現地調査の結果で検証されているが、非常に満足のゆく結果だ 度調べ得ると考えられる。特に貧酸素水塊が発生しやすい初夏から夏場の開門調査が困難とされること
と考える。また、短期開門調査の結果との検証でもよい結果が得られている。このことから潮位・流動 からしても、数値解析による評価は有効であると思われる。また、複雑な要因に支配されている（とさ
はシミュレーションモデルによる予測で充分である。 れる：メカニズム不解明による曖昧さ）環境悪化の要因を明確にするためには、抽出した要因による影

・水質・干潟については、開門しても有意な結果はでない。 響を的確に評価することが重要であり、この為には数値解析（流動・水質モデル）が最適であり、これ
・調整池と海水を混合した見かけの水質改善対策でなく、流入負荷削減、内部での負荷浄化など抜本的対 の研究開発を含む充実が必要であると考える。
策をすべき。

・貧酸素状況を抑制する技術開発の方が効果的と考える。
・貧酸素と赤潮発生の因果関係解明が急務。
・有明海の環境改善とは無関係では。
・２枚貝の成長不良、稚貝の壊死については、その原因を調査することがまず必要なこと。
・赤潮は栄養塩、日照時間、透明度、貧酸素、風波による表面の擾乱等発生と消滅の因果関係は未だに不
明。メカニズムの解明が先。

・ノリの不作の原因については、海象条件、気象条件での見解がでているが、豊作の場合の条件（海象、
気象等）の検討がなさておく必要はないのか？

・流域の負荷削減対策について、有明海は養殖漁場の比率が大きいの特殊な海域で、窒素を画一的に削減
してよいかどうか検討が必要。

・調整池内の窒素削減でも同じ。
・開門して有明海の栄養塩、窒素が増加または削減の可能性は希少。

［菊池委員］
・底生生物の減少をもたらす有明海湾奥の貧酸素現象の原因がすべて諫早湾にあるとは言い切れない。

［小坂委員］
・①～⑥の項目の変動悪化には、諫早湾干拓による影響もさることながら、他の要因も複雑に影響してい
ると思われる。

・したがって、他の要因と想定される
①筑後川を中心とする有明海へ流入する陸水、陸砂の変化、
②炭坑による海底陥没、熊本新港突堤、埋立などによる流れ等の変化
③洗剤や汚水、酸処理液、船底防汚剤などの影響
④温暖化による海水や生物への影響

など総合的調査が必要である。

［滝川委員］
有明海のような閉鎖性が極めて高い海域における環境は、自然の物理・化学的作用と生態系及び人為的

行為などの複雑な要素が互いに関連し、その微妙なバランスにより形成されるものであり、今日の環境悪
化の原因分析と再生方策については、海域全体の物理化学的環境と生物生産過程を視野に入れた総合的取
り組みが必要であり,諫早湾干拓事業の影響もこの枠組みの中で進められるべきである。従って、この海
域全体の環境悪化要因分析と再生方策の為の調査対象の1つとして 「開門調査」を実施する意義がある。、
開門調査は有明海の環境変化の原因を探求し、その回復の方策を探る総合的な調査の一環であって、排水
門を開けること自体が目的ではない。

、 （ 、 、 （ ）海域環境への諫早干拓事業の影響を調査する視点を大別すると ①物理環境 海流 潮流 底質 干潟
の変動など）への影響、②海域への生物・化学的影響（干潟の浄化機能、赤潮、貧酸素水塊、底棲生物な
ど）を調べることが挙げられる。
このような中で 「開門調査」は、排水門の開閉に伴って上記①、②がどの程度か？を調査する事にな、

り、開門条件によって、評価できる項目等も自ずと決まるものと考える。
①物理環境への影響に関して：流動場のような物理的（力学的）現象の問題は、流体と地形の形状、境

界条件（流入量の変化、反射or無反射境界など 、外力条件（風や波等の気象条件など）との相互作用運）
動系である。したがって、締切堤の存在の有無による影響を、締切堤の存在する状況下で調査することは
不可能であり、水門開閉操作による調査は、水門操作による流況の変化を調査することになる。また、実
際の海域における流動場は、地象・気象・海象条件に支配され時々刻々変化するので、海域調査結果の解
釈・検討は大変むつかしい。流動の変化に関する調査は、実現象が上記のように複雑な条件に左右される
ために現地調査によるよりも、条件を限定し比較が容易に可能な数値解析による検討の方がはるかに優れ
ていると思われる。
②生物・化学的影響の調査に関して：基本的に生態環境の変化を調べるために、可能な限り長期間の開

門調査と多くの海水導入が望ましいと考える。開門操作による海水の導入による締切堤防内外への影響に
ついては、
(1)締切堤防内の水域に対しての影響調査は、締切堤防の建設以前の潮汐変動（海水・潮汐サイクル・
潮汐の大きさ）と境界条件（流況等 ）が異なっており、多くの海水を導入したとしても、堤防建設）
以前の生態系と機能が再現されるものではなく、調査条件下における環境（新たな汽水域）の調査・
評価になることに注意せねばならない。このような前提条件の下で、干潟の浄化機能の推定は、短期
間の調査ではまず不可能と思われるが、もし、干潟の一部にでも生態系の復元ができるなら、そのバ
イオマスや底質と水の含有物の継続的調査、脱窒能調査などで局所的な浄化能は推定できると思われ
る。諫早湾の干潟の底質は他の沿岸域の干潟とかなり異なるので、諫早湾特有の生態系特性の可能性
を探ることも重要である。

※ 部は第５回専門委員会からの修正


